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はじめに

小学校段階での英語教育導入は、伝統的に｢知･徳･体｣の全体的発達を大事にしてきた日本の教

育内容のさらなる肥大化、子どもへの負担増になるなどの批判、教科関係者のテリトリー問題な

ど官僚間の思惑もあり、長い間、食い止められてきた。しかし平成23年度より5．6年生に週1

時間、「外国語活動｣として導入された。これには伏線があり、文科省は、すでに生活科や総合的

な学習の時間導入時に取扱う領域案として｢国際理解｣を入れ、実質的に英会話教育を推奨してき

た。これを受け各地の自治体は予算措置を執り、かなりの小学校で英会話を取り入れた。今回の

正式導入では、相変わらず続く根強い反対の声を配慮してか実際は英会話教育であるにもかかわ

らず、「外国語活動｣と位置づけた。このため、新たな矛盾が生じている。

こういう英語重視の動きは、「太平洋戦争敗戦直後、アメリカの対日占領政策の大きな柱とし

て英語を公用語とするという布告が出されようとしたことに端を発している」と指摘する向きも

あるが、そもそも明治・文明開化以来の西洋崇拝からくる漢字廃止論など｢文化｣に関わる重大な

問題が底流にあると考える。

かつてない日本の経済危機を迎え、海外進出に活路を見いだそうとする財界の経営戦略、それ

に後押しされ、英語領域を小学校にまで広げたいという官僚による教育内容介入、そして世界的

共通語である英語を身につけておけば､いつか役に立つのでは(誤解を恐れず言えば受験に有利に

なる)という漠然とした父母の期待､別の言い方をすれば英語の落ちこぼれになるのではという不

安の声などが、英語導入を進めてきた。この流れに抗しきれず経営論的に英語導入に走る幼児教

育界、少子化に危機感を持ち、早期教育に活路を見いだそうとする教育産業界の宣伝、3才臨界

期説や脳科学を利用した天才児育成法の氾濫……、こういう現状を危’倶し、日本の教育･保育が大

事にしてきた｢全体的な発達｣を大事にすべきという立場から、この小論を書く。

資料：小学校学習指導要領平成23年3月告示文部科学省p､107

｢平成23年度より、小学校において新学習指導要領が全面実施され、第5・第6学年で年間35

－69－
























